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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 １．商号 

   スパークス・アセット・マネジメント株式会社 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

   平成 19年 9月 30日（関東財務局長（金商）第 346号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年   月 沿     革 

2006年 4月 

持株会社への移行に伴い、スパークス・アセット・マネ

ジメント投信株式会社の子会社として、スパークス分割

準備株式会社を設立 

2006年 10月 

商号をスパークス・アセット・マネジメント株式会社に

変更し、投資顧問業及び投資一任契約に係る業務並びに

投資信託委託業をスパークス・アセット・マネジメント

投信株式会社より承継 

2010年 7月 
スパークス証券株式会社との合併に伴い、第一種金融商

品取引業務を開始 

2012年 5月 本社を東京都品川区東品川に移転 

2016年 6月 本社を東京都港区港南に移転 
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  (2) 経営の組織 

 

 ４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株

主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．スパークス・グループ株式会社 50,000 株 100.00％ 

計     1 名  100.00 

 

 ５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 CEO, 

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒ

ﾝﾄ室長 

阿部 修平 有 常勤 

取締役 CFO,内部管理

統括責任者 

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ本部長 

業務本部長 

峰松 洋志 無 常勤 

取締役,ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾋﾞ

ｼﾞﾈｽ･ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ本

部長,ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦略

室長 

鈴木 剛 無 常勤 
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取締役,次世代成長

投資本部長,次世代

成長業務部長 

出路 貴規 無 常勤 

取締役,ｲﾝﾌﾗ投資本

部長,ﾃﾞｼﾞﾀﾙ事業開

発室長 

谷脇 栄秀 無 常勤 

監査役 中川 俊彦 無 非常勤 

監査役 能見 公一 無 非常勤 

監査役 箱田 英子 無 非常勤 

監査役 森下 公江 無 非常勤 

監査役 斉藤 麻子 無 非常勤 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他

の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課

長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を

代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

峰松 洋志 取締役 内部管理統括責任者  

井上 雄介 リーガル&コンプライアンス室長 

新海 潤一 業務管理室長 インフラ業務管理室長  

 

  (2) 投資助言業務（金融商品取引法第 28 条第 6 項に規定する投資助言業務をいう。）又

は投資運用業（同条第 4項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（そ

の指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第 2条

第 8 項第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行

う者（投資助言業務に関し当該投資判断を行う者にあっては、第一種金融商品取引業

（有価証券関連業に該当するものに限る。）に係る外務員の職務を併せ行うものを除

く。）を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

阿部 修平 
代表取締役社長 CEO, エンゲージメント・インベ

ストメント室長 

藤村 忠弘 シニア・ファンド・マネージャー 

平野 哲也 運用調査本部本部長 ファンド・マネージャー 

常峰 隆一 運用調査本部副本部長 ファンド・マネージャー 



             

 

 5 

武田 政和 ファンド・マネージャー 

猪俣 和則 ファンド・マネージャー 

奥村 剛成 ファンド・マネージャー 

春尾 卓哉 ファンド・マネージャー 

リー チュン ホ ファンド・マネージャー 

ハン ジホ アナリスト 

川部 正隆 アナリスト 

宮﨑 洋平 アナリスト 

酒見 洸 アナリスト 

澁澤 昂平 アナリスト 

神谷 周 アナリスト 

岡田 宏明 アナリスト 

新川 理 アナリスト 

ウパディヤヤ ディーピカ アナリスト 

𠮷田 健 アナリスト 

鈴木 康成 アナリスト 

紙崎 翔一朗 アナリスト 

秋田 一太郎 次世代成長投資部長 アナリスト 

山本 純代 トレーディング室長 トレーダー 

中井川 雄太 トレーダー 

郭 韵 トレーダー 
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７．業務の種別 

投資運用業 

投資助言・代理業 

第一種金融商品取引業 

第二種金融商品取引業 

有価証券等管理業務 

 

８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営

業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

 

スパークス・アセット・ 

マネジメント株式会社 

 

〒108-0075 

東京都港区港南一丁目 2番 70号 

品川シーズンテラス 

  

９．他に行っている事業の種類 

・情報提供・コンサルタント業務 

・委託を受けた書類の翻訳・配布業務 

・グループ会社に代わって外国投資信託又は外国投資法人の販売会社に対して提供する

サービス 

・生命保険契約又は損害保険契約の締結の代理又は媒介 

・顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

・組合契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

・匿名組合契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

・投資事業有限責任組合から委託を受けて行う無限責任組合員に係る業務 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

（投資運用業）  

一般社団法人資産運用業協会より FINMAC（フィンマック）に業務委託  

（投資助言・代理業） 

一般社団法人資産運用業協会より FINMAC（フィンマック）に業務委託  

（第一種金融商品取引業）  

FINMAC（フィンマック）と手続実施基本契約を締結 

（第二種金融商品取引業）  

① （自ら設定する投資信託の受益証券の募集又は私募）  

   一般社団法人資産運用業協会より FINMAC（フィンマック）に業務委託  

 ②（上記①以外の第二種金融商品取引業）  
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 一般社団法人第二種金融商品取引業協会（FINMAC（フィンマック）に業務委託）を利

用する措置 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

  （加入する金融商品取引業協会） 

    ・ 日本証券業協会 

    ・ 一般社団法人資産運用業協会 

・ 一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

（手続き実施基本契約を締結する指定紛争解決機関） 

    ・ 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（特定第一種金融商

品取引業に限る。） 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   該当事項はございません。 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

   日本投資者保護基金 

 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

当事業年度の日本株式市場は、米国の通商・金融政策や中東情勢など外部要因の影響

を受けつつも、米国の利下げ観測、円安基調、国内企業の好業績、関税緩和への期待、

日銀及び米国連邦準備制度理事会（FRB）の金融政策の安定などを背景にリスク選好が強

まり、全体として上昇基調を維持しました。夏場以降は、米中・日米間の通商交渉の進

展や、生成 AI分野を中心としたハイテク株の上昇が相場を押し上げ、日経平均株価は秋

口にかけて史上最高値を更新するなど堅調な推移となりました。さらに、自民党総裁選

で高市氏が選出され、積極財政や成長投資を掲げた政策方針が市場に好感されると、日

経平均株価は史上初の 5万円台を突破する強い上昇となりました。一方、AI関連銘柄を

中心に過熱感が意識され利益確定売りが優勢となったほか、米国連邦公開市場委員会

（FOMC）や日銀会合の前には、金融政策を巡る不透明感から調整局面となる場面もあり

ました。年明けの日本株式市場は日経平均株価が大幅高でスタートしました。2月の衆

議院選挙では自民党が戦後最多となる 316 議席を獲得し、高市政権の政治基盤強化と財

政拡張策への期待から日本株式市場はさらに上昇しました。その後、日銀の早期利上げ

観測が後退したことも追い風となり、日経平均株価は連日で過去最高値を更新し、２月

末まで強い上昇基調が続きました。3月に入ると、イスラエル・米国によるイランへの

攻撃開始を受け、中東情勢の混迷や原油価格の急騰が懸念され、日本株式市場は大幅な
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調整局面となりました。しかし日経平均株価は 51,000円台を維持し、前期末比 43.4％

高の 51,063.72円で当年度の取引を終えました。 

このような市場環境のもと、当社の当事業年度末運用資産残高は、1兆6,793億円（注

１）と前期末に比して15.2％増加しました。 

上記の結果、当事業年度における残高報酬は前期比3.7％増の152億42百万円となりま

した。成功報酬は、前期比67.1％増の27億51百万円となり、営業収益は前期比10.0％増

の180億5百万円となりました。 

営業費用及び一般管理費は、前期比5.5％増の91億99百万円となりました。これは主に

人件費の増加及び本社オフィスの増床等に伴う減価償却費の増加によるものです。 

これらの結果、営業利益は前期比15.2％増の88億5百万円、経常利益は前期比16.2％増

の88億82百万円となりました。また、税金等を計上した結果、当期純利益は前期比

13.2％増の61億22百万円となりました。 

なお、事業の持続的かつ安定的な基盤となる収益力を示す指標である基礎収益（注

２）は、経常的経費の増加はあるものの、それを上回る残高報酬の増加により、前期比

3.4％増の76億79百万円（前期は74億30百万円）となっており、過去最高値を更新いたし

ました。 

 

（注１）当事業年度末（2026年3月末）運用資産残高は速報値であります。 

（注２）基礎収益とは、経常的に発生する残高報酬（手数料控除後）の金額から経常

的経費を差し引いた金額であり、当社グループの最も重要な経営指標のひと

つであります。 

 

 ２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

資本金 2,500 2,500 2,500 

発行済株式総数 50,000 株 50,000株 50,000株 

営業収益 14,920 16,364 18,005 

（受入手数料） 14,920 16,364 18,005 

 （（委託手数料）） (0) (0) (0) 

 （（引受け・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘等の手

数料）） 

－ － － 

（（募集・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の取扱

い手数料）） 

－ － 1 
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 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

 （（その他の受入手数料）） 14,920 16,364 18,003 

  （（（委託者報酬））） 8,769 9,168 10,917 

  （（（投資顧問料））） 6,131 7,181 7,076 

  （（（その他））） 19 14 9 

（トレーディング損益） － － － 

 （（株券等）） － － － 

 （（債券等）） － － － 

 （（その他）） － － － 

 （（（受益証券））） － － － 

純営業収益 14,920 16,364 18,005 

経常損益 7,130 7,642 8,882 

当期純損益 5,031 5,409 6,122 

 

 

  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

自   己 － － － 

委   託 15 7 118 

計 15 7 118 

 

①-2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

   該当事項はございません。 

 

   ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の

募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

（電子募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを

除く。） 

   該当事項はございません。 

 

 

 

②-2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券

の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの

状況（電子募集取扱業務に係るものに限る。） 
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      該当事項はございません。 

 

②-3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券

の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの

状況（電子記録移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

      該当事項はございません。 

 

(3) その他業務の状況 

① 情報提供・コンサルティング業務取引 

（単位：百万円） 

     2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

その他の受入手数料 1 0 0 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
201.7 205.3 218.4 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
5,823 6,449 7,167 

リスク相当額 

（Ｂ） 
2,886 3,141 3,281 

 

市場リスク相当額 168 154 136 

取引先リスク相当額 836 847 979 

基礎的リスク相当額 1,881 2,139 2,164 

暗号等資産等による

控除額 
－ － － 

 

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

使用人 136 137 135 

（うち外務員） 36 35 46 
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  (6)  役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。） 

 

役員の業績連動報酬の状況 

役員報酬のうち業績連動報酬は、短期業績連動報酬（業績賞与）、中長期業績連動

型株式報酬から構成されており、親会社であるスパークス・グループ株式会社の

取締役会の任意の諮問機関である指名・報酬委員会において議論し、同委員会か

ら答申された結論を取締役会において審議し決定しております。当社の主たる事

業である投信投資顧問業は、業績が経済情勢や相場環境によって大きな影響を受

けることから、固定報酬の比率を相対的に低く抑え、逆に短期及び中長期業績連

動報酬の割合を相対的に高くすることでステークホルダーと利害が一致するよう

にしております。 

＊短期業績連動報酬（業績賞与） 

以下の重要な経営指標の目標と実績の他、所管する組織、部門の目標の達成度合

い、個人目標の達成度合い等、役位別担当業務別に評価ウェイトを変え、各取締

役の評価を定量及び定性の両面から行い額を決定しております。 

・効率性：ROE 

・安定性：基礎収益力 

・収益性：営業利益 

・最も基本的な経営指標：AUM純流入額 

＊中長期業績連動型株式報酬 

中長期的な成長へのコミットメントをより確実なものとするため、中長期目標の

達成度合いおよび個人目標の達成度合いに応じて、スパークス・グループ株式会

社の株式を交付する株式報酬制度を導入しております。なお当該報酬に関する中

長期目標や役位別に異なる株式付与マトリックスについても、同社の取締役会の

諮問機関である指名・報酬委員会において議論し、同委員会から答申された結論

を尊重して取締役会において決議しております。 

また当該報酬は、交付する株式数の前提となるポイント数を、株式付与マトリッ

クスに従って連結会計年度末に算出した後、実際の株式の交付まで 3年間の留保

期間を設けており、当該留保期間に、当社グループの各種規則に定める遵守事項

および義務に違反する行為を行ったことが判明した場合、取締役を解任された場

合には支給されないこと等から、株主などステークホルダーとの利害が中長期的

に一致した報酬であると考えております。 

なお、現代表取締役社長である阿部修平については、すでに保有株式数が一定以

上に達していることから、当該報酬の支給対象に含まれておりません。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表                        （単位 千円） 

        前事業年度 当事業年度 

      （2025年 3 月 31日） （2026年 3月 31日） 

区   分   金  額 金  額 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産       

  現金・預金   10,747,461 14,260,791 

  預託金   200,000 200,000 

  前払費用   215,286 203,468 

  未収入金   7,251 14,200 

  未収収益   3,398,851 3,739,131 

  流動資産合計   14,568,850 18,417,591 

Ⅱ 固定資産       

1 有形固定資産       

  建物附属設備   939,334 982,882 

  減価償却累計額   △411,764 △503,268 

  器具・備品   584,124 559,323 

  減価償却累計額   △443,493 △461,636 

  リース資産   8,874 8,874 

  減価償却累計額   △6,803 △8,578 

 建設仮勘定  223 ‐ 

  有形固定資産合計   670,493 577,596 

2 無形固定資産       

  ソフトウェア   1,299 1,129 

  無形固定資産合計   1,299 1,129 

3 投資その他の資産       

 投資有価証券  71,539 64,483 

  長期差入保証金   81,404 81,404 

  長期前払費用   67,567 112,273 

  繰延税金資産   337,859 408,587 

  投資その他の資産合計   558,370 666,749 

  固定資産合計   1,230,163 1,245,475 

  資産合計   15,799,014 19,663,066 
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      前事業年度 当事業年度 

      （2025年 3 月 31日） （2026年 3月 31日） 

区   分   金  額 金  額 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債       

  預り金   22,679 1,083,744 

 前受収益  5,967 5,582 

  未払金   1,992,308 2,324,906 

 未払費用  11,739 4,218 

  未払法人税等   1,109,669 1,818,092 

  賞与引当金   3,570 3,615 

 株式給付引当金  86,777 37,385 

 役員株式給付引当金  ‐ ‐ 

 長期ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ引当金  1,654 562 

  リース債務   1,952 325 

  流動負債合計   3,236,318 5,278,433 

Ⅱ 固定負債       

  株式給付引当金   162,864 161,626 

 役員株式給付引当金  ‐ 1,117 

  長期ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ引当金   1,166 1,612 

 資産除去債務  203,149 204,321 

 リース債務  325 ‐ 

  固定負債合計   367,505 368,678 

Ⅲ 引当金       

  
金融商品取引責任準備

金 
  0 0 

  引当金合計   0 0 

  負債合計 3,603,824 5,647,113 

（純資産の部）      

  株主資本   12,193,385 14,015,800 

 資本金  2,500,000 2,500,000 

 資本剰余金  47,308 47,308 

 資本準備金  27,500 27,500 

 その他資本剰余金  19,808 19,808 

 利益剰余金  9,646,076 11,468,491 
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 利益準備金  597,500 597,500 

 その他利益剰余金   9,048,576 10,870,991 

 評価・換算差額等  1,805 152 

 
 その他有価証券評価

差額金 
 1,805 152 

  純資産合計   12,195,190 14,015,952 

  負債・純資産合計   15,799,014 19,663,066 

          

 

  (2) 損益計算書 

     
（単位：千円） 

      前事業年度 当事業年度 

     自 2024年 4月 1日 自 2024年 4月 1日 

     至 2025年 3月 31日 至 2025年 3月 31日 

区   分   金  額 金  額 

Ⅰ 営業収益           

1 受入手数料    16,364,755  18,005,536 

  (1)委託手数料   19  237  

  

(2)募集・売出し・特

定投資家向け売付け

勧誘等の取扱い手数

料 

   －    1,999  

  (3)その他の受入手数料 16,364,735  18,003,299  

 投資助言・代理報酬 109,625  265,654  

 
投資一任契約運用受託

報酬 
5,692,704  5,378,161  

 ﾌｧﾝﾄﾞの運用受託報酬 1,379,425  1,433,139  

 投資信託の委託者報酬 9,168,230  10,917,280  

 ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ手数料 450  669  

 事務手数料  8,151  8,393  

 
外国投信販売残高

報酬 
 6,148  －  

  営業収益計    16,364,755  18,005,536 

  純営業収益    16,364,755  18,005,536 

Ⅱ 販売費及び一般管理費  8,718,658  9,199,970 

  営業利益    7,646,097  8,805,566 
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Ⅲ 営業外収益           

 受取利息   8,077   17,792  

 受取賃貸料   10,766   16,988  

 為替差益   －  51,267  

 雑益   3,979 22,823 850 86,899 

Ⅳ 営業外費用         

 投資事業組合運用損   2,465  6,852  

 為替差損  18,672  －  

 雑損  5,777 26,914 2,662 9,515 

  経常利益    7,642,005  8,882,949 

Ⅴ 特別利益          

 金融商品取引責任準備金

戻入 
－ － － － 

VI 特別損失       

 金融商品取引責任準備金

繰入 
0 0 2 2 

税引前当期純利益     7,642,005  8,882,947 

法人税住民税及び事業税     2,165,275  2,830,499 

法人税等調整額     66,988  △69,966 

当期純利益    5,409,741  6,122,415 

              

（注）１、記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。 

   ２、千円未満の金額については「0」で表示しております。   
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 (3) 株主資本等変動計算書 

 

 

 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
 株主資本合計 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 10,583,643 584 584 10,584,228 

事業年度中の 
変動額       

剰余金の配当 △3,800,000 － － △3,800,000 

当期純利益 5,409,741 － － 5,409,741 

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額） 

－ 1,220 1,220 1,220 

当期変動額合計 1,609,741 1,220      1,220 1,610,962 

当期末残高 12,193,385 1,805 1,805 12,195,190 

 

 

 

 

前事業年度 （自 2024 年 4 月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） (単位:千円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 2,500,000 27,500 19,808 47,308 597,500 7,438,835 8,036,335 

事業年度中の 

変動額 
              

剰余金の配当 － － － － － △ 3,800,000 △ 3,800,000 

  当期純利益 － － － － － 5,409,741 5,409,741 

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額） 

－ － － － － － － 

当期変動額合計 － － － － － 1,609,741 1,609,741 

当期末残高 2,500,000 27,500 19,808 47,308 597,500 9,048,576 9,646,076 
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 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
 株主資本合計 

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 12,193,385 1,805 1,805 12,195,190 

事業年度中の 
変動額       

剰余金の配当 △4,300,000 － － △4,300,000 

当期純利益 6,122,415 － － 6,122,415 

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額） 

－ △1,652 △1,652 △1,652 

当期変動額合計 1,822,415 △1,652 △1,652 1,820,762 

当期末残高 14,015,800 152 152 14,015,952 

当事業年度 （自 2025 年 4 月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日）  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 2,500,000 27,500 19,808 47,308 597,500 9,048,576 9,646,076 

事業年度中の 

変動額 
              

  剰余金の配当 － － － － － △ 4,300,000 △ 4,300,000 

  当期純利益 － － － － － 6,122,415 6,122,415 

  株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額) 

－ － － － － － － 

当期変動額合計 － － － － － 1,822,415 1,822,415 

当期末残高 2,500,000 27,500 19,808 47,308 597,500 10,870,991 11,468,491 
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「注記事項」 

当社の財務諸表は、「会社計算規則」（平成 18年法務省令第 13号）並びに同規則第 118条の

規定のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年 8 月 6 日内閣府令第 52 号）、

及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和 49年 11月 14日付日本証券業協会理事

会決議、平成 20年 12月 12日付自主規制規則）に基づいて作成しております。 

 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 １．重要な会計方針 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券  

＜市場価格のない株式等以外のもの＞  
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）
を採用しております。 

＜市場価格のない株式等＞ 
主として総平均法による原価法を採用しております。 

（投資事業組合等への出資） 
投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第 2条第 2項
により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっ
ております。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、2016 年 4月 1日以降に取得した有形固定資産につ

いては、定額法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。 

      建物           5年 

      工具、器具及び備品    4年～10年 

②  無形固定資産（リース資産を除く）  

ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定

額法を採用しております。 

③  リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の 5 に基づき、金融商品取

引業等に関する内閣府令 175 条に定めるところにより算出した額を計上しております。 
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② 株式給付引当金 

株式交付規程に基づく従業員への当社親会社(スパークス・グループ株式会社)の株式の

給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。 

③ 長期インセンティブ引当金 

海外子会社への出向者に対して支給するインセンティブ報酬の支出に備えるため、当事

業年度末における支給見込額に基づき計上しております。 

④ 役員株式給付引当金 

役員株式交付規程に基づく役員への当社親会社（スパークス・グループ株式会社）の株

式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上して

おります。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

当社は、主な収益を残高報酬及び成功報酬と認識しております。 

①  残高報酬 

   残高報酬は、当社が運用するファンドについて、契約に基づき、管理・運用する義務が

あり、運用資産残高又はコミットメント額に一定の料率を乗じた金額で測定し報酬とし

て受領しており、運用期間にわたり収益を認識しております。取引の対価は履行義務を

充足してから主として 1 年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。 

②  成功報酬（上場株式運用） 

   成功報酬（上場株式運用）は、残高報酬と同様、契約に基づき、管理・運用する義務が

あり、過去のパフォーマンスの最高値を上回った部分の一定割合を報酬として受領して

おり、当該時点に収益を認識しております。取引の対価は履行義務を充足してから主と

して 1年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。 

③  成功報酬（プライベート・エクイティ） 

  成功報酬（プライベート・エクイティ）は、当社が運用するプライベート・エクイティ

ファンドについて、契約に基づき、管理・運用する義務があり、出資履行金額を分配累

計額が超過する各段階ごとに、一定割合を報酬として受領しており、当該時点に収益を

認識しております。取引の対価は履行義務を充足してから主として 1年以内に受領して

おり、重大な金融要素は含んでおりません。 

 

(5) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

① 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 
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（未適用の会計基準等） 

１．リースに関する会計基準等 

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第 34 号 2024 年 9 月 13 日 企業会計基準委員

会） 

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 33 号 2024 年 9 月 13 日 

企業会計基準委員会） 等 

 

(1）概要 

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環と

して、借手の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に

向けて、国際的な会計基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS 第 16 号の単

一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第 16号の全ての定めを採り入れるのではなく、

主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS 第 16 号の定めを

個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表

されました。 

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS 第 16号と同様に、

リースがファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全

てのリースについて使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上す

る単一の会計処理モデルが適用されます。 

 

(2）適用予定日 

2028年 3月期の期首から適用します。 

 

(3）当該会計基準等の適用による影響 

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で

評価中であります。 

 

２．後発事象に関する会計基準等 

・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第 41 号 2026年 1 月 9日 企業会計基準委員

会） 

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 35号 2026 年 1 月 9日 

企業会計基準委員会） 

 

(1）概要 

「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等を取り扱う包

括的な会計基準を設定することを優先的な課題とし、日本公認会計士協会 監査・保証基準
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委員会 監査基準報告書 560実務指針第 1号「後発事象に関する監査上の取扱い」で示され

ている会計に関する内容を原則として踏襲して企業会計基準委員会に移管することを基本

的な方針として、表現の見直し及び後発事象の評価期間の整理を行うとともに、財務諸表の

公表の承認に関する注記を新たに求める等、後発事象に関する会計処理及び開示について定

めたものであります。 

 

(2）適用予定日 

2028年 3月期の期首から適用します。 

 

（追加情報に関する注記） 

（株式付与ＥＳＯＰ信託） 

当社親会社（スパークス・グループ株式会社）は、グループ従業員（当社、当社親会社及び

当社兄弟会社 3社（スパークス・グリーンエナジー＆テクノロジー株式会社、スパークス・ア

セット・トラスト＆マネジメント株式会社及びスパークス・インベストメント株式会社（注）。）

の従業員）に対し、業績向上や株価上昇に対する意欲の高揚を促すことにより、中長期的な企

業価値向上を図ることを目的として、「株式付与ＥＳＯＰ信託」を導入しております。なお、当

社は「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（企業会

計基準委員会実務対応報告第 30 号（平成 27 年 3 月 26 日）の指針に従って会計処理を行って

おります。 

（注）スパークス・ＡＩ＆テクノロジーズ・インベストメント株式会社は 2025 年 4 月 1 日

付でスパークス・インベストメント株式会社に社名変更しております。 

 

（役員向け株式交付信託） 

当社親会社の監査等委員でない取締役（社外取締役を除く、以下、「取締役」という。）に対

し、信託を用いた業績連動型株式報酬制度を導入しております。 

制度の概要 

本制度は、当社親会社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社親会社株式を取得し、

当社親会社が各取締役に付与するポイント数に相当する数の当社親会社株式が本信託を通じ

て各取締役に対して交付される、という株式報酬制度です。 

本制度に基づく当社親会社株式の交付は、2023 年 3 月末日で終了する事業年度から 2031 年

3月末日で終了する事業年度までの 9事業年度の間に在任する取締役に対して行います。なお、

取締役が当社親会社株式の交付を受ける時期は、原則としてポイント付与の 3年後です。 

本制度の導入により、取締役の報酬と当社グループの業績及び株式価値との連動性をより明

確にし、取締役が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な

業績向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としております。 
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３．貸借対照表に関する注記 

(1) 関係会社に対する資産及び負債の内容及び金額            （単位：千円） 

科   目 金   額 

立替金 － 

短期貸付金 － 

短期差入保証金 － 

その他の流動資産 237,951 

 未収入金 119 

 未収収益 237,832 

長期貸付金 － 

長期差入保証金 － 

その他の固定資産 － 

合計 237,951 

 

科   目 金   額 

預り金 － 

受入保証金 － 

短期借入金 － 

その他の流動負債 199,549 

 前受収益 5,582 

 未払金 193,967 

長期借入金 － 

その他の固定負債 － 

  

合計 199,549  
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４．損益計算書に関する注記 

(1) 受入手数料の内訳                         （単位：千円） 

区       分  備      考 

委  託  手  数  料 237  

  （株        券） 237 

［うち  先      物］ － 

（債        券） － 

［うち  先      物］ － 

［うち 新株予約権付社債］ － 

（受  益  証  券） － 

（そ   の    他） － 

引受け・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の手数料 
－ 

 

 （株            券） － 

（債            券） － 

［うち  国       債］ － 

［うち  普 通 社 債］ － 

［うち  新株予約権付社債］ － 

［うち  外  国  債］ － 

（受   益   証   券） － 

（そ    の    他） － 

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料 
1,999 

 

 （株            券） － 

（債            券） － 

（受   益   証   券） 1,999 

（そ      の      他） － 

その他の受入手数料 18,003,299 

 

 （株            券） － 

（債            券） － 
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区       分  備      考 

（受   益   証   券） － 

（そ      の      他） 18,003,299 

受 入 手 数 料 計 18,005,536  

 （株            券） 237 

（債            券） － 

（受   益   証   券） 1,999 

（そ      の      他） 18,003,299 

    

(1-2) その他の受入手数料（その他）の内訳               （単位：千円） 

区    分 金   額 備   考 

商品デリバティブ取引関係収益 －  

外国為替証拠金取引関係収益 －  

国際取引に関する日本法人等への収益分配金等 －  

Ｍ＆Ａ関係収益 －  

ラップ関係収益 －  

投資助言・代理報酬 265,654  

投資一任契約の運用受託報酬 5,378,161  

ファンドの運用受託報酬 1,433,139  

投資信託の運用受託報酬 －  

投資信託の委託者報酬 10,917,280  

アドバイザリー/コンサルティング手数料 669  

有価証券等に関連する情報提供料 －  

口座管理料・有価証券管理料 －  

口座移管手数料 －  

事務手数料 8,393  

不動産関係収益 －  

保険関係収益 －  

銀行・信託代理店手数料 －  
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ローン媒介等手数料 －  

顧客紹介料 －  

システムの利用・開発等に係る報酬 －  

 －  

 －  

その他の受入手数料（その他）合計 18,003,299  

 

(2) 販売費・一般管理費の内訳                     （単位：千円） 

区      分  備      考 

取引関係費 4,547,337  

 

（支払手数料） 3,782,922 

（取引所・協会費） 13,779 

（通信・運送費） 355,100 

（広告宣伝費） 143,143 

（旅費・交通費） 234,367 

（交際費） 18,023 

人件費 2,465,969  

 

（役員報酬） 92,506 

（従業員給料） 2,073,967 

（歩合外務員報酬） － 

（その他の報酬・給料） 25,841 

（退職金） － 

（福利厚生費） 235,336 

（賞与引当金繰入れ） 44 

（ESOP関連費用） 38,274 

不動産関係費 331,544  

 

（不動産費） 320,007 

（器具・備品費） 11,536 

事務費 1,330,135  
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区      分  備      考 

 
（事務委託費） 1,324,612 

（事務用品費） 5,522 

減価償却費 214,685  

租税公課 170,852  

貸倒引当金繰入れ －  

その他 139,446 諸会費   22,303千円 

レンタル費 12,964千円 

会議費   10,324千円 

雑費    42,421千円 

 

（採用費） 15,113 

（水道光熱費） 18,721 

合       計 9,199,970  

 

(3) 関係会社との取引高 

営業取引の取引高    1,998,330千円 

 営業収益       1,456,656千円 

 営業費用         541,673千円 

営業取引外の取引高         － 千円 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 50,000 － － 50,000 

 

(2) 配当に関する事項 

(2-1）配当金支払額 

 
 

（決議） 
株式の種類 

配当金の 
総額 

（千円） 
配当の原資 

1株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2025年6月20日 
定時株主総会 

普通株式 4,300,000 利益剰余金 86,000 2025年3月31日 2025年6月23日 

 

(2-2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
 

（決議） 
株式の種類 

配当金の 
総額 

（千円） 
配当の原資 

1株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2026年6月19日 
定時株主総会 

普通株式 5,400,000 利益剰余金 108,000 2026年3月31日 2026年6月22日 
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６．借入金の主要な借入先及び借入金額 

  該当事項はございません。 

 

７．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。

の取得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 
2025年 3月期 2026年 3月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産       

 (1) 株券 - - - - - - 

 (2) 債券 - - - - - - 

 (3) その他 - - - - - - 

２．固定資産       

 (1) 株券 - - - - - - 

 (2) 債券 - - - - - - 

 (3) その他 61 71 - 63 64 - 

合   計 61 71 - 63 64 - 

  (注) トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

  (注) 時価には出資して増減したものを含む。 

 

８．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の

契約価額、時価及び評価損益 

  該当事項はございません。 

 

９．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社は、会社法第 436条第 2項及び金融商品取引法第 193条の 2第 1項の規定に基づ

き、第 20 期事業年度（2025年 4月 1日から 2026年 3月 31 日）の財務諸表について、

EY新日本有限責任監査法人により監査を受けております。 
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Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

当社の営業所は本店のみであり、内部管理体制は、内部管理統括責任者が全社的な責務

を負うと共に、業務管理室、並びにリーガル＆コンプライアンス室を置き、両室について

は業務を統括する社長ではなく、取締役会の直轄とすることにより､独立性を担保してお

り、内部管理の充実を図っております。 

業務管理室長は、第一種金融商品取引業及び第二種金融商品取引業並びにその他業務

等に係る内部管理責任者の任にあり、同室は、日々の注文･約定管理並びに顧客管理業務、

営業員の営業活動等フロント支援並びにチェックを中心に行っております。 

また、リーガル＆コンプライアンス室は、各業務において法令等の遵守が履行される

体制になっているかのチェックを行っております。 

さらに、代表取締役、内部管理統括責任者、各本部長等により構成されているコンプライ

アンス委員会を設置することによって、より多面的でかつ専門性の高い管理体制を構築

しており、部門間で横断的にコンプライアンスに関する問題点を議論し、対応策を講じ、

コンプライアンス体制の強化に鋭意努めています。また、役職員が遵守すべき基準をコ

ンプライアンス・マニュアルならびに服務規程として規定し、コンプライアンス委員会

やコンプライアンス研修を通じて役職員のコンプライアンス意識の強化を図っています。 

 

２．分別管理等の状況 

 

  (1) 金融商品取引法第 43条の 2の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 
2025 年 3 月 31 日現在の金

額 

2026 年 3 月 31 日現在の金

額 

直近差替計算基準日の顧

客分別金必要額 
0 0 

期末日現在の顧客分別金

信託額 
200 200 

期末日現在の顧客分別金

必要額 
0 1,000 

 

   ② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

    イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2025年 3月 31日現在 2026年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 389 千株 - 451千株 - 
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有価証券の種類 
2025年 3月 31日現在 2026年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

債券 額面金額 － － － － 

受益証券 口数 36,278 百万口 － 27,346 百万口 0 百万口 

その他 額面金額 － － － － 

 

    ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2025年 3月 31日現在 2026年 3月 31日現在 

数   量 数   量 

株券 株数         －千株       －  千株 

債券 額面金額        － 百万円        － 百万円 

受益証券 口数        － 百万口        － 百万口 

その他 額面金額            －          －  

 

    ハ 管理の状況 

[保護預り有価証券] 

項目 保管場所 保管状況 備考 

株券 証券保管振替機構 混蔵保管 国内株式 

受益証券 証券保管振替機構 混蔵保管 国内投信 

受益証券 Maples Fund Services (Asia) Limited 混蔵保管 外国投信 

 

※ 各保管契約及び日本証券業協会の外国証券の取引に関する諸規則に基づき、 

当該保管機関等に分別保管・管理しております。 

 

  ③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

     該当取引等はございません。 

 

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12 第 2 号に規定する権利

を除く。）に限る。）の分別管理の状況 

     該当取引等はございません。 
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 (2) 金融商品取引法第 43条の 2の 2の規定に基づく区分管理の状況 

 

① 商品顧客区分管理信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 
2025年 3月 31日現在の金

額 

2026年 3月 31日現在の金

額 

直近差替計算基準日の商

品顧客区分管理必要額 
－ － 

期末日現在の商品顧客区

分管理信託額 
－ － 

期末日現在の商品顧客区

分管理必要額 
－ － 

 

② 有価証券等の区分管理の状況 

イ．有価証券等の種類ごとの数量等 

有価証券等の種類 2025年 3月 31日現在 2026年 3月 31日現在 

株券 株数      －千株     －千株  

債券 額面金額    －百万円     －百万円 

受益証券 口数    －百万口     －百万口 

倉荷証券 額面金額    －百万円     －百万円 

その他 額面金額    －百万円     －百万円 

 

ロ．管理の状況 

  該当事項はございません。 

  

 (3) 金融商品取引法第 43条の 3の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権

利等に係るものを除く。）の状況 

    ① 同条第 1 項の規定に基づく区分管理の状況 

（単位：百万円、千株 等） 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金 
銭 

該当なし                            

                                   

有 
価 
証 
券 
等 

該当なし                            
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    ② 同条第 2 項の規定に基づく区分管理の状況 

（単位：百万円、千株 等） 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金 

銭 

該当なし                                

                                   

有 
価 
証 
券 
等 

該当なし                            

                                   

                                   

                                   

 

(3-2) 金融商品取引法第 43条の 3の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表

示権利等（金融商品取引法施行令第１条の 12第 2号に規定する権利を除く。）に

限る。）の区分管理の状況 

 該当事項はございません。 

 

    ＜参考時価情報＞ 

     株券の参考時価情報 

     イ．保護預り等有価証券 

2025年 3月 31日現在 2026年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

513百万円 － 513百万円 － 

 

     ロ．受入保証金代用有価証券 

2025年 3月 31日現在 2026年 3月 31日現在 

金   額 金   額 

－ － 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

  該当事項はございません。 

以上 


